
































































































































































































































































































根拠とする和解不能証明書発行の請求を行った場合、夫婦の状況と年齢、婚姻期間を考慮し、請求者に財力がないことと他方 ︹財政的な︺余裕があることを条件として、裁判所が請求者への月々の支払について決定できる。上記の支払は勝訴 た側が再婚したとき、あるいは十分な収入 獲得したとき、もしくは敗訴 た側が減収し 場合、もしくは勝訴した側が死亡した場合に 、裁判所の決定から減額されるか、もしくは無効となる。第八条の第五項と第六項に基づいて和解不能証明書が発行される場合には、上記の 件に従い、月々の支払を病人も くは狂人
（
36）も負う。


















































 （一）最初の妻の同意がある場合。 （二）最初の妻が夫婦の義務を履行する能力がない場合。 （三）妻が夫に服従しない場合。 （四）
  妻が第八条第五項と第六項に相当する狂気の状態もしくは不治の病に罹患した場合。
 （五）妻が第八条第八項 相当する有罪判決を受けた場合。 （六）
  妻が第八条第九項に相当するいかなる種類であっても有害な薬物の常習者になった場合。
 （七）妻が家庭生活を放棄した場合。 （八）妻の不妊の場合。 （九）第八条第十四項に相当する、 の失踪もしくは行方不明の場合。第一七条
　
請求者は裁判所に二通の請求書を提出し、その理由を請求書に記
入しなければならない。請求書の一通は審理の日時が決定するまでに請求者の配偶者に渡される。裁判所は、必要な措置をとり、可能な場合には現在の妻に対して、夫の財力の有無、第十六条の第一項が公正に遂行されたかどうかを調査したうえで、新たな妻を娶る許可を下す。上記の場合はいずれにも最初 妻は、希望す ば、 から和解不能証明書を得る権利を保有している。妻のいる男性が裁判所から許可を得ることなく︹別 妻と︺婚姻をしよ とした場合、六か月から一年の禁錮刑に処される 婚姻
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6） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六一頁、註二において、 「 『県裁判所がなければ』の箇所は、 『県裁判所ではなく』との解釈も可能である」と書かれているが、これは、イラン・イスラーム共和国国会附属研究センターがウェブサイトに掲載した家族保護法を底本にした訳に基づいたものであった。その後、ウェブサイト上の底本のテキストと国会図書館所蔵の国民議会官報のテキストが異なっていること 判明した。官報のテキ トから訳出すると、一九六七年 家族保護法第一条は、 「夫婦間 問題および家族の紛争を原因とするすべての民事上の争いについては、県裁判所で審理され、県裁判所のない場所では、民事訴訟法の手続きを経ずに、郡裁判所にて審理される」 なる。このことから、裁判管轄に関する一九六七年家族保護法第一条および一九七五年の家族保護法第一条の記述は、同一であると訂正したい。
（








ahr ） とは異なり、嫁入り道具の準備は慣習であって、イスラーム法 婚姻
契約には含まれない。嫁入り道具は妻の所有物とされる。なお、離婚時の夫による婚資不払いは刑事裁判となり得るが、離婚時に夫が嫁入り道具を妻に返還しない等の紛争は、あくまで民事訴訟の対象となる。婚姻契約に関しては 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六三頁、註三二を参照。
（
9） 貫井万里、森田豊子 （訳・註） 、佐藤秀信、細谷幸子、山﨑和美 （註 、爲永憲司（凡例） 「イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） 」 『イスラーム地域研究ジャーナル』第五号 早稲田大学イスラーム地域研究機構、二〇一三年）一五五頁、註七を参照。
（
10） 「イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） 」一五六頁、註一一を参照。
（
11） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六一頁 註八～一 を参照。
（
12） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六一頁、註一三を参照。
（
13） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六一頁、 一四を参照。
（





















































valī-ye qahrī ） が一人で












chāp-e sī o chahārom
, Tehrān; N
ashr-e M
īzān, 1392 (kh.)/2013, p.433 ） 。なお、シーリー










dādgāh-e shahrestān. 県裁判所。 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六十
頁、註二参照。
（
5） 一九三九年九月一七日に成立し、一九七五年時点にて運用されていた民事訴訟法は、総則 （第一～九章） 、第一編裁判所管轄 （第一〇～五七条） 、第二編訴訟代理人 （第五八～六九条） 、第三編 一審 （第七〇～四七四 ） 、第四編控訴審 第四七五～五二〇条） 、第五編判決に不服がある場合の特別手段 （ 五二一～六一〇条、上告審等） 、第六編期限 （第六一一～六二二条） 、第 編和解 （第六二三～六三一条） 、第八編調停 六三二～六七〇条） 、第九編手数料 （第六八一～七〇八条） 、第十編損害補償及び義務履行の強制 （第七〇九～七三〇条 十一編時効 （第七三一～七 八条） から構成される。パフラヴィー朝期の民事裁判は上訴内容や審理過程などによるが、第三編から第五編第 章までの規定をもって、第一審が県裁判所又は郡裁判所 二審が州裁判所、第三 最高裁判所と想定される。民事訴訟法第五二一 五 が規定する終審条件が厳格であるため、実質的には大半の は 二審までであったと推測される （なお、民事訴訟法は審級数について直接規定してい い） 。第一 本文の「 のどの段階」は、訴状の提出から判決確定までの一連の流れの中にあるもの 考えら また第一条本文の「県裁 所のない場所」は、民事訴訟法 一九 同じ規定であ
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時の対応などに関し、様々かつ詳細に規定する。民事訴訟法は、裁判所の有罪判決または特定の命令を受けた者が調停人 なることを禁じる。また 調停当事者双方が調停人を選任しない場合、裁判所が係争によって利益を得る関係者、利害が直接及ぶ近親者、その代理人 司法関係者等以外の中立的立場にあり、三〇歳以上等の条件を満たす候補者の中からくじ引きによって選任する。革命後に民事訴訟法から代替され 一般・革 裁判所訴訟法民法編第四五四～五〇一条は、的行為能力を有さない者または裁判所の 決によって禁じられた者が調停人 なることはできないと規定するほか が選任する場合は、二五歳以上等の条件変更を除き、民事訴訟法の当該部分を概ね踏襲する。
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okhān, 1390(kh.)/2011-12, p.1855 ） 』
が「領事及びその関係職員が職務を果たす場所」と説明しているとおり、大使館内の領事部門をも包含すると解釈される。一九八五年四月一七日成立 外務省設置法 （
qānūn-e vaẓāyef-e vezārat-e om
ūr-e khāreje ）第一条第二項は、外務省の義務
を、 「関係法令に基づき 外国及び国際機関に政治代表部及び領事代表部（nam
āyandegī-hā-ye siyāsī va konsūlī ） を設置し、運営する」と規定し、外国政府の

























が法を逸脱し、不当な要求を妻にした場合 妻には夫に服従する義務はない。例えば、夫が妻に宗教的義務の遂行を妨げ り、妻の財産を夫に移譲するよう要求したりした場合、妻は夫に服従しなくともよい。夫は、妻の行動や交友を管理することができるが、それ 、通例を逸脱した のであってはならない。夫の家族を監督する地位と妻の服従の義務とは、家庭の事柄、子の教育、妻の交際や行動に夫婦間で意見の違いがある場合 妻は夫 意見に従う必要があること 意味する。法律用語 は、服従しないことを「 服従 （
noshūz ） 」という。妻が「不服















faskh-e nekāh. 婚姻取消。 「イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公
表） 」一五五頁、註六参照。狭義の「ファスフ
faskh 」は、婚姻の無効を宣告する


















23） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六二頁、註二三参照。
（
24） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六二頁、註二四参照。
（









deta available in court divorce fi
les ） を調査したアーガージャニヤーンは、以



















は、比較的長い期間いなくなり、連絡も取 ない状態の人物をいう」と定義されている。日本では七年 行方不明 場合、失踪宣告できるが、イランでは具体的な期間が定められているわけではない。
（
29） 「イラン家族保護法案 （二〇一 年一月二三日司法権公表） 」一五八頁、註二三を参照。
（
30） 「イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） 」一五五頁、註六を参照。
（
31） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」六二頁、註二二を参照。
（
32） 「イラン家族保護法案 （二〇一二年 月二三日司法権公表） 」一五七頁、註一七を参照。
（
33） 「イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） 」 五八頁、註二二を参照。
（









七条は、刑罰の種類を重い順に、死刑や一定期間以上の禁錮の対象となる重罪（jenāyat ） 、一定期間以下の禁錮や罰金の対象となる軽罪 （
jonḥe ） 、罰金 （科料） の
対象となる違警罪 （
khelāf ） に区分する。同法第八条は、重罪の基本的罰則を、死
刑、無期禁錮、三～一五年の第一級重禁錮 二～一〇年の第二級重禁錮に区分する。同法第九条は 軽罪の基本的な罰則を、六一日 三年の軽禁錮又は五〇〇一リヤール以上の罰金に区分する （同法第八条補則は、それまで 旧一般刑法に定











ḥodūd ） 、同害報復刑 （
qeṣāṣ ） 、賠償金 （




ojāzāt-ha-ye bāzdarande ） の五区分であると規定し、同法第一六条及び第一七条














37） 「イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） 」一五九頁、註二四を参照。
（




-e qodrat. 無能力者。文字通り能力 （
qodrat ） がない （
‘adam
） としてこの用語
を使用しているが、現在日本では法律上「無能力者」という言葉は差別用語であるとして、使用されておらず 「制限行為能力者」という言葉が され るしかし、本法律が一九七五年に成立した法律であり、当時は上記のような差別用語と て取り扱われ なかったということから、文字通りに訳出した。
（
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show
/93100, accessed 14 N
ovem
ber 2013 ）によれば、民法第一〇四一条に反して、
法定結婚年齢に達していない者と婚姻した者は誰でも、六か月から二年の禁固刑に処されるとされている。一三歳に達していない少女と婚姻した場合には、少なくとも、二年から三年の禁固刑が宣告され、両者に二千リヤールから二万リヤールの罰金刑が科せられる可能性もある。上記規定に違反して婚姻した結果、妻が四肢の欠陥や慢性的な疾病に至った場合、夫は五年から十年の懲役刑に処される。妻が死亡した場合、夫は終身 懲役 に処される。婚姻契約を結ばせるイスラーム法学者 （
‘āqed ）や求婚者 （
khāstgār ） 、その他犯罪に加担した者たちも同じ
刑に処されるか、あるいは犯罪を補助した者に適用される刑罰に処される。これらの者たちに対する裁判に関して 司法省は、実施と審理の方法が規約に定められた特別公判に訴えることが出来る。特別公判で 審議が実施できない場合、審理は一般公判で行わ 。
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年、一〇、 一四～一六頁では「上院」ではなく「元老院」と訳され、イラン立憲革命 （一九〇五～一一） 期に制定された一九〇六年憲法、ならびに、国民議会 （下院、註四六参照） と 老院 （上院） と 関わりについて説明されている 同書 よると、 「基本法 （














された国民議会第一議会は、政府に基本法 纂を要請し、カージャール朝第五代国王モザッファロッディーン・シャー 在位一八九六年― 〇七） も「この会期中に検討されるだろう」と答えている。だが、基本法草案が国民議会に提出さ







評議会」とも訳される。 「家族保護法 （一九六七年六月一五 成立） 」六四頁、註三四参照。
